（様式１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）



　　令和　　年　　月　　日

（あて先）京都市長　　松井　孝治

共同企業体名　○○・○○　特定建設工事共同企業体
代 表 者　所　在　地
　　　　　商号又は名称
　　　　　代表者氏名
そ の 他　所　在　地
構 成 員　商号又は名称
　　　　　代表者氏名
そ の 他　所　在　地
構 成 員　商号又は名称
　　　　　代表者氏名

技術提案書提出書

下記の工事の技術提案書を提出します。
なお、提出します技術提案書については、事実と相違ありません。

記

１　工事概要
工事名　：　（総合評価）京都市中央卸売市場第一市場整備工事
　　　　　　　ただし、新青果棟（仮称）第２期建築主体その他工事
工事場所　：　京都市下京区朱雀分木町８０番地
工期　：　着工命令の日から４０か月以内

２　技術提案書のページ数
　　本編の総ページ数　　　：　○○ページ（技術提案書提出書を含む）
　　証明資料の総ページ数　：　○○ページ

３　本書に関する問い合わせ先
担当者　：　○○　○○
所属部署　：　○○株式会社○○支店○○部○○課
電話番号　：　（代）○○○－○○○－○○○○［（内）○○○○］

（様式２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

企業の施工能力（施工実績）

工事名：（総合評価）京都市中央卸売市場第一市場整備工事　ただし、新青果棟（仮称）第２期建築主体その他工事
	区分
	□同種工事　　□類似工事　　□実績なし

	工事種別
	　□新築工事　　□増築工事　　

	記載内容が確認できる
コリンズの写しを提出する
	コリンズ登録番号
	

	
	工事名称
	○○○工事
ただし、○○○工事

	
	受注年度
	○○年度

	
	完成年度
	　○○年度

	
	発注機関
	　

	
	受注形態
	□単独　　□甲型ＪＶ注１）　　□乙型ＪＶ注１）

	
	施工場所
	　

	
	契約金額（最終）注２）
	￥　　　　　　　　　　　　　　　千円

	
	契約工期
	　　　年　　　月　　　日から
　　　　　　年　　　月　　　日まで

	記載内容が確認できる
設計図書等を提出する
	工事内容
	　（同種工事・類似工事の内容が判断できる内容を記載
する）


注１）ＪＶの場合は、ＪＶ協定書を「証明資料」として提出すること。
注２）契約金額は、四捨五入して千円止めとする。
注３）該当する□にはチェック（✔、■等）を記入すること。
注４）提案書の記載内容が確認できる資料は「証明資料」として提出すること。（本市発注工事の場合でも提出すること。）



（様式３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

企業の施工能力（若手技術者の活用）

工事名：（総合評価）京都市中央卸売市場第一市場整備工事　ただし、新青果棟（仮称）第２期建築主体その他工事
	配置人数
	
· 常時６名以上配置する
· 常時４名以上配置する（４名又は５名）
· 常時２名以上配置する（２名又は３名）
· 配置しない



注１）配置人数を評価する。なお、提案した配置人数は常時必ず配置すること。
注２）配置する期間のみについて、配置する若手技術者をコリンズに登録すること。
注３）該当する□にはチェック（✔、■等）を記入すること。


（様式４）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

監理技術者の能力（施工実績）

工事名：（総合評価）京都市中央卸売市場第一市場整備工事　ただし、新青果棟（仮称）第２期建築主体その他工事
	配置予定監理技術者
の氏名等
	氏 (フリ)　名 (ガナ)
	○○　○○

	
	監理技術者資格（取得年月日、登録番号及び所属建設会社）

監理技術者講習（修了年月日、修了証番号）


	区分
	□同種工事　　□類似工事　　□実績なし注５）

	工事種別
	　□新築工事　　□増築工事　　

	記載内容が確認できる
コリンズの写しを提出する
	コリンズ登録番号
	

	
	工事名称
	○○○工事　ただし、○○○工事

	
	受注年度
	○○年度

	
	完成年度
	　○○年度

	
	発注機関
	　

	
	受注形態
	□単独　　□甲型ＪＶ注１）　　□乙型ＪＶ注１）

	
	従事役職
	　監理技術者

	
	施工場所
	　

	
	契約金額（最終）注２）
	￥　　　　　　　　　　　　　　　千円

	
	契約工期
	　　　年　　　月　　　日から
　　　　　　年　　　月　　　日まで

	記載内容が確認
できる設計図書
等を提出する
	工事内容
	　（同種工事・類似工事の内容が判断できる内容を記載
する）


注１）ＪＶの場合は、ＪＶ協定書を「証明資料」として提出すること。
注２）契約金額は四捨五入して千円止めとする。
注３）該当する□にはチェック（✔、■等）を記入すること。
注４）提案書の記載内容が確認できる資料（監理技術者資格者証及び講習修了証の写しを含む。）は「証明資料」として提出すること。（本市発注工事の場合でも提出すること。）
注５）「実績なし」の場合でも、「証明資料」として監理技術者資格者証及び講習修了証の写しを提出すること。
注６）入札公告に基づき、配置予定監理技術者を複数名申請する場合は、本様式を技術者１名ごとに作成し提出すること。


（様式５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

監理技術者の能力（技術者の継続教育）

工事名：（総合評価）京都市中央卸売市場第一市場整備工事　ただし、新青果棟（仮称）第２期建築主体その他工事
	技術者の継続教育（ＣＰＤ）

	監理技術者の氏名
	氏 (フリ)　名 (ガナ)
	○○　○○

	 証明団体の名称
	○○○○○○

	
□　１００％以上　　　　　　　　　□　１００％未満５０％以上
□　５０％未満


１年間の単位取得率 ＝ 年間取得単位数 ÷ 証明団体の年間推奨取得単位数
 × １００％

単位取得率は、小数点以下を切り捨てる。



注１）該当する□にはチェック（✔、■等）を記入すること。
注２）証明団体が発行する実績証明書を「証明資料」として提出すること。ただし、「５０％未満」の場合は証明資料は不要とする。
注３）証明団体の年間推奨取得単位数は、落札者決定基準を参照すること。
注４）計算過程の記載は不要である。
注５）入札公告に基づき、配置予定監理技術者を複数名申請する場合は、本様式を技術者１名ごとに作成し提出すること。
注６）この様式は監理技術者について記入し、現場代理人については記入しないこと。


（様式６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

技術力・品質の維持向上（環境マネジメントシステム）

工事名：（総合評価）京都市中央卸売市場第一市場整備工事　ただし、新青果棟（仮称）第２期建築主体その他工事
	環境マネジメントシステム

	
□　ＩＳＯ１４００１を取得している　　
□　ＫＥＳ―ＳＴＥＰ２を取得している
□　ＫＥＳ―ＳＴＥＰ１を取得している　
□　取得していない



注１）提案書の記載内容が確認できる資料を「証明資料」として提出すること
注２）更新手続中である場合には、当該手続中であることが確認できる資料を提出すること。
注３）該当する□にはチェック（✔、■等）を記入すること。



（様式７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

地域貢献（防災協定）

工事名：（総合評価）京都市中央卸売市場第一市場整備工事　ただし、新青果棟（仮称）第２期建築主体その他工事
	　防災協定

	
企業名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

防災協定締結の相手先
　□　京都市
　□　京都府
　□　締結していない

所属団体が本市又は京都府と防災協定を締結している場合
　　所属団体名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



注１）提案書の記載内容が確認できる資料（協定書の写し等）を「証明資料」として提出すること。
注２）該当する□にはチェック（✔、■等）を記入すること。
注３）ＪＶの場合は、本様式を構成員ごとに作成し提出すること。



（様式８）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

地域貢献（市内産木材利用の推進）

工事名：（総合評価）京都市中央卸売市場第一市場整備工事　ただし、新青果棟（仮称）第２期建築主体その他工事
	木材利用の推進

	
□　市内産木材の使用量が２立方メートル以上

□　市内産木材の使用量が２立方メートル未満１立方メートル以上

□　市内産木材の使用量が１立方メートル未満



注１）該当する□にはチェック（✔、■等）を記入すること。
注２）本提案項目については、証明資料の提出は不要とする。
注３）計算過程の記載は不要とする。


（様式９）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（用紙Ａ４）

地域貢献（市内経済への貢献）

工事名：（総合評価）京都市中央卸売市場第一市場整備工事　ただし、新青果棟（仮称）第２期建築主体その他工事
	
①市内下請率　　　　本工事の基準提案率【０．２０】

	
本工事で予定する市内下請率を、以下の式により算出してください。

市内下請率（少数表示）（小数点以下第３位切捨て）
＝　市内企業との一次下請契約総額（税抜き）　÷　一次下請契約総額（税抜き）

※計算方法の詳細は落札者決定基準Ｐ9,10の「市内経済への貢献」を参照。


	
□　本工事で予定する市内下請率が、基準提案率以上 ※下記【　】内に市内下請率を記入

提案市内下請率【　　　　　　　　　】

□　本工事で予定する市内下請率が、基準提案率未満



注１）計算過程の記載は不要である。
注２）本項の履行確認方法等については、Ｐ13の「第５その他　１不履行の場合における措置」を参照。
	
②市内企業の出資割合

	

□市内企業の出資割合が７０％以上


□市内企業の出資割合が７０％未満４０％以上


□市内企業の出資割合が４０％未満３０％以上


□市内企業の出資割合が３０％未満２０％以上


□市内企業の出資割合が２０％未満


※詳細は落札者決定基準Ｐ9,10の「市内経済への貢献」を参照。



注３）ＪＶ協定書の写しを「証明資料」として提出すること。
注４）単独市内企業は１００％、単独市外企業は０％とする。
注５）複数の市内企業がＪＶの構成員となる場合は、各市内企業の出資割合の合計とする。
1

